（赤数字①～は書類が有る・黒数字①～は業者に用意していただく書類）
（２）記載事項に変更があった場合に必要な書類
	業者が個人の場合
	業者が法人の場合

	　変更の内容に応じて、必要な書類を再度提出する

　こと。

　（会社名や住所が変更になった場合）

　①指定給水装置工事指定事項変更届出書

　②住所確認できるの住民票

③この場合看板に新たな名が入った写真が必要
④旧指定工事事業者証

　（代表者が変更になった場合）

①指定給水装置工事指定事項変更届出書

②新しい代表者の住民票

③誓約書

④旧指定工事事業者証
（給水装置工事主任技術者が変更になった場合）

①新しい給水装置工事主任技術者選任届出書

②厚生労働大臣が発行した主任技術者免状のうつ

　し（再登録分の技術者すべて）
	変更の内容に応じて、必要な書類を再度提出する

こと。

（会社名・住所・代表者・役員が変更になった場合）

①指定給水装置工事指定事項変更届出書

②誓約書（代表・役員の変更のみ）
③会社名の場合看板に新たな名が入った写真が必要）

④新しい登記簿謄本の写し又は記載事項証明書

（但し、変更になった事項の記載があったもののみ）

⑤新しい定款の写し（但し、変更になった事項の記載があったもののみ）（余白に原本と相違ない認証）
⑥旧指定工事事業者証

（給水装置工事主任技術者が変更になった場合）

①新しい給水装置工事主任技術者選任届出書

②厚生労働大臣が発行した主任技術者免状のうつ

　し（再登録分の技術者すべて）


（注）厚生労働大臣が発行する主任技術者免状は、２ヶ月に１回の発行なので、注意すること。

　　　主任技術者が勤務店を変更するにあたって選任届出書を出す場合には、旧勤務店からの

　　　解任届出書を提出してもらうこと。

　（３）事業の休止・廃止を行うにあたって必要な書類
	業者が個人の場合
	業者が法人の場合

	①給水装置工事事業者休止・廃止届出書
	①給水装置工事事業者休止・廃止届出書


　（４）事業の再開にあたって必要な書類
	業者が個人の場合
	業者が法人の場合

	①給水装置工事事業者再開届出書
	①給水装置工事事業者再開届出書


（注）廃止を行う場合は、登録番号は廃止・再開の場合は、新規の指定店と同じ扱いとする。

　　　休止を行う場合は、登録番号はそのまま、再開の場合には手数料は必要ない。

　　　　黄色は申請時　　　　緑色は変更時　　　　青色は廃止・再開時を示しています

※主任技術者の試験・免状の再発行は（財）給水工事技術振興財団（０３－６９11－２7１１）まで

